

















































①　10 月 9 日東北大学経済学部　参加 11 名
②　10 月 10 日岩手県立大学総合政策学部　参加 14 名
③　10 月 12 日気仙沼コミュニティー スペ スー　参加 16 名
④　11 月 19 日岩手県立大学総合政策学部　参加 9 名
⑤　11 月 15 日岩手県立大槌高等学校　 参加 20 名
⑥　11 月 21 日気仙沼市仮設集会場　参加 15 名
⑦　12 月 3 日宮城学院女子大学　参加 4 名
⑧　12 月 4 日岩手県立大迫高等学校　参加 33 名
⑨　12 月 5 日岩手県立大東高等学校　参加 12 名      　
　　ワークショップ参加者　102 名
　　アンケート参加者　134 名
３　これまで得られた研究の成果
　ワークショップでの若者の対応およびアンケート調査
の分析から、以下の４つの視点から一定の傾向を見いだ
すことができた。
⑴　地域貢献に対する想いについて
　「震災以降、地域や社会のために貢献したいという
気持ちが強くなったか」という質問に対して約 94％
（124 名が「はい」と回答）の若者が震災後、地域や
社会のために貢献したいと答えたと同時に、１年半以
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＜要旨＞ 
　本研究は、震災復興において若者が「新たな地域社会の担い手」としてどのような可能性を秘めているのか考察し、
また若者が実践するきっかけ作りもしくはそのような若者の堀り越しに資するため、取り組まれたものである。当該調
査の結果、若者を担い手として育てていくためには、「やり方」や「考え方」のプロセスを提示し、長期的にサポート
していくことの重要性が明らかになった。
上（アンケート実施時）が経過し「現在もそのように
思うか」という問いに対しても約 90％（120 名が「は
い」と回答）の若者が「いまでもそう思う」と答えた。
　非常に高い割合で地域や社会に貢献したいという想
いを多くの若者が持っていることがわかる。
⑵　問題認識について
　非常に高い割合で地域や社会に貢献したいという
データがでた一方、その想いをもった若者が実際に行
動に移しているのだろうか。
　アンケートでは「地域や社会のために取り組んでい
るか」という問いに対して「取り組んでいる」と答え
たのが 53 名であった。多くの若者が自分のまちのた
めに対して何かしたいという想いを持っていたが、現
実には約 40％の若者「のみ」が地域や社会のために
実際に何かしているという結果になった。
　ワークショップでは「地域のために何ができるか」
の問いに対して、多くが募金や、ボランティアなど既
存にあるものがほとんどであった。また、「現在の東
北の問題」に対して、漠然と「少子高齢化、瓦礫問題、
産業の衰退」といったものが上げられた。
　しかし「それらの問題は自分の問題か」という問い
に対してほとんどの若者が、「自分自身の問題」とは
考えていなかった。そのことから、今回のデータから
も分かるように（震災後東北が大変なことになったの
で）「何かしたい」、けれども既存に存在するボランティ
アや募金ならば可能であるが、（自分の問題として認
識していないため具体的に）「何もできない」「何をし
たらいいか分からない」状況に若者が置かれていると
想定できる。
⑶　震災後の取組について
　具体的に記載があった 57 名分の回答のうち最も多
かったのが募金、ボランティアで各 15 名であり、次
が節電の６名であった。学業をメインとする若者に
とって、自ら何かを始めるということよりも、既存に
あるボランティア活動に参加することは容易いという
ことである。
　また、募金や節電は誰でもすぐに行えるためとの回
答が多かった。節電に関しては今回の福島第一原発事
故をふまえ多くの若者が取り組んだことのひとつとい
える。
　なお、募金や節電といった（世間的に簡単に誰でも
できる）活動が多く上げられた一方で、やはり自主的
に何かを立ち上げて活動している若者はいなかった。
⑷　今後の可能性について
　ワークショップを開催していくにあたり、多くのア
イデアを出す若者が多く、非常に積極的に「地域や社
会になにができるか」考えているようである。今後、
若者がどう地域や社会に対して貢献し得るかは東北の
復興にも直結する問題で、今回のアンケートにおいて
95％の若者が「地域や社会のために自分たち若い世代
だからできることがある」と答えた。
　このことは彼らが地域や社会について取り組む可能
性が将来十分にあるということを示唆している。それ
はすぐかもしれないし 10 年後かもしれない。「何をし
たらいいか分からない」という問いに対しての道標さ
え示すことができれば地域や社会に貢献しうる人材が
生まれる可能性があると想定できる。
４　政策提言
 　「市民が今回のアンケートでは高い割合で「地域や社
会のために貢献したい」という想いをもっている一方、
実際にはその半分の若者しか行動していないことが明ら
かになった。また、実際に行動している若者のアンケー
トを見ても「募金・節電」など誰でも簡単にできるもの
が多かった。このデータをもとに被災地の若者の「地域
や社会のために貢献したい」という想いの受け皿作り、
自ら行動する彼らに対するサポートが一層必要となるで
あろう。
　実際にワークショップだけでは自ら地域や社会に貢献
する若者にはなりにくい。そのことはワークショップ内
で「今後サポートを受けられることもあるので、何か自
ら活動を行いたい人はワークショップ後に質問にきてく
ださい」という助言に対して、何の反応もなかったこと
からも示唆される。
　しかしながら、地域や社会のために自分たち若い世代
からできることはあるかという質問に対して高い割合で
「はい」と答えている。「やり方」や「考え方」のプロセ
スを提示し長期的にサポートしていけば若者は主体的活
動をスタートさせる可能性は十分ある。
県立大迫高でのワークショップ：2012年12月5日岩手日々
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